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研究実績 

の概要 

H24～26年度の3年にわたり新潟市福祉部の協力の下、新潟市内高齢者における健康・福祉・社
会環境等のデータを集め、GIS（地理情報システム）を用いて地図に示し、新潟市の保健・福
祉行政に資するデータを作成した。 

 

年度別の具体的成果を示す。 

H24年度 

① 特定健診を2年連続で受診した22243名（高齢者）の健診結果は、男女ともBMI,血圧、
コレステロール等が有意に改善したことを示した。 

② 特定保健指導を受けた群（727名）と受けなかった群（1199名）を比較し、受けた群で
BMI等が有意に大きく改善したことを示した。 

③ 高齢者（65-74歳）の1人あたり医療費（国保加入者）を区別に示した。 

④ 特定健診結果と疾患別医療費を区毎に地図上に示し、区レベルで相関があった例を示
した。 

⑤ 高齢者（65-74歳）約2000名を対象にアンケート調査を施行。 

H25年度 

⑥ 多変量解析により年齢、教育年数、等価所得を調整しても、BMI、腹囲の改善幅は特定
保健指導を受けた群で大きいことを示した。 

⑦ 特定保健指導を受けない群の傾向を明らかにした（BMI25.0以上、等価所得が高い）。 

⑧ 特定保健指導利用率の地域差を地図化した。地域差はソーシャルキャピタル指標の一
つである地域行事への参加割合と正の相関があった。 

⑨ 介護認定を受けていない8000名の高齢者に対し「健康と暮らしの調査」を行い、生活
習慣や社会経済状況、地域との結びつきを調べた。 

H26年度 

⑩ 「健康と暮らしの調査」に基づき、男女別に27日常生活圏域別に要介護リスクが高い
地域を示した。 

⑪ 歩行等の健康行動の他、趣味や地域イベントへの参加といった社会参加が個人の要介
護リスクを下げていたことを示した。 

⑫ 調査結果をWeb上で見ることができるJAGES HEARTを開発（開発はJAGES（日本老年学的
評価研究、代表：千葉大学・近藤克則）が主体）。 

⑬ JAGES HEARTを使って地域の課題を発見するワークショップを新潟市の関係者を対象
に開催。 

⑭ 新潟市福祉部主催で市民講座”「健康と暮らしの調査」から見える地域の健康度”を
開催。 

⑮ 3カ年を通じて収集したデータを地域別にまとめた「健康なまちづくり指標」のプロト
タイプを作成。 

本研究により得られた貴重なデータを今後、新潟市の保健福祉行政や医師会をはじめとする保

健関係の多職種ネットワーク等を通じて最大限に活用していただきたい。 

 


